
沖縄を取り巻く現状等について

令和５年11月
沖縄県企画部

資料４



新・基本計画の展望値 ～社会、経済及び環境の見通し～

「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」の目標実現のために実施される諸施策事業の成果等を前提に、

目標年次における沖縄の社会、経済及び環境の３つの枠組みごとに展望すると、次のようになると見込まれる。

令和２年（基準年） 令和１３年（展望値）

社会分野 総人口 １４６．７万人 １４８．６万人

離島人口（新規） １２．６万人 １２．６万人

経済分野 労働力人口 ７５．３万人 ７８．０万人

就業者数 ７２．７万人 ７６．１万人

完全失業率 ３．３％ ２．５％

県内総生産（名目） ４兆２，６０９億円 ５兆７，２１０億円

一人当たり県民所得 ２１７万円 ２９１万円

域内自給率（新規） ６８．１％ ７３．４％

環境分野 温室効果ガス排出量（新規） ９．３％減 （平成２５年度比） ３４．０％減 （平成２５年度比）
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沖縄を取り巻く現状等について（社会分野）

・総人口は、増加基調で推移してきたが、65歳以上人口が年少人口の割合を上回り、少子高齢化が進行している。

・離島人口は、小規模離島等において人口減少が進行しつつあり、地域社会の活力低下が懸念される。

【図表１】年齢３区分別人口 【図表２】離島人口

出典：総務省「国勢調査」
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沖縄を取り巻く現状等について（経済分野）

・就業者数は、順調に推移しているものの、今後の生産年齢人口の減少に対応した取組が必要である。

・非正規雇用率は、改善傾向にあるが、以前として全国と比べ高く、雇用の質の改善が必要である。

【図表３】就業者数・完全失業率 【図表４】非正規雇用率
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沖縄を取り巻く現状等について（経済分野）

・県内総生産は、順調に推移しているものの、自立型経済の構築に向け、観光産業の更なる振興が必要である。

・観光産業は、観光客一人当たり消費額及び平均滞在日数の引き上げが課題である。

【図表５】県内総生産（名目） 【図表６】入域観光客数と観光収入
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沖縄を取り巻く現状等について（経済分野）

・情報通信関連産業及び臨空・臨港型産業は、自立型経済の構築に向け更なる振興が必要である。

【図表７】情報通信関連企業の企業数・雇用者数 【図表８】臨空・臨港型産業における立地企業数・雇用者数
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沖縄を取り巻く現状等について（経済分野）

・域内自給率は、域外需要を域内経済に取り込むことで高めていく必要がある。

・農林水産業は、気候等の特性を活かしたおきなわブランドの確立や観光産業の連携強化等が必要となる。

【図表９】域内自給率 【図表10】農林漁業産出額

出典：沖縄県企画部調べ 出典：農林水産省「生産農業所得統計」「漁業産出額」、沖縄県農林水産部森林管理課調べ
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沖縄を取り巻く現状等について（経済分野）

・一人当たり県民所得は、依然として全国最下位の水準であり、労働生産性の向上が課題である。

【図表11】一人当たり県民所得 【図表12】産業別の労働生産性水準

出典：沖縄県「令和２年度県民経済計算」、内閣府「令和３年度国民経済計算」

（注）「労働生産性水準」は、全国・全産業の労働生産性平均を100とした場合の水準を表す。
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沖縄を取り巻く現状等について（経済分野）

・子どもの貧困は、依然として深刻な課題であり、貧困の連鎖の解消に向けた所得向上等の取組が必要がある。

【図表13】沖縄子どもの貧困調査による困窮世帯の割合

出典：沖縄県「沖縄子ども調査」、厚生労働省「国民生活基礎調査」
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沖縄を取り巻く現状等について（環境分野）

・温室効果ガス排出量の削減に向けては、再生可能エネルギーの導入など更なる取組強化が必要である。

【図表14】温室効果ガス排出量

出典：沖縄県「沖縄県地球温暖化対策実行計画進捗管理報告書」
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